
（令和２年７月９日　全国知事会　農林商工常任委員会　調査結果）

②　Go To Travel事業の適切な実施時期及びその際の誘客範囲

③　Go To Travel事業と都道府県事業との連携について

※　未回答，複数回答などがあるため，合計は４７に一致しない。

①　Go To Travel事業を国の当初の予定通り８月上旬から開始した場合の誘客範囲
　　（発地ベース）
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全国知事会 Go To Travel 事業の実施にかかるアンケート調査結果

【主な意見】
・ ただし、あくまで感染状況が現状より好
転していることが前提条件

【その他の主な意見】

・ 事業内容が重複するものは併用不可，消費

喚起促進に繋がるものは併用可とする

・ 県独自事業は県民の県内旅行向け
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【その他の主な意見】
・ 感染状況に配慮し，なるべく早期に
・ 感染状況が収束してから

【主な意見】
・ 県独自事業が８月までのため
・ 登録施設を増やすため説明時間を確保すべき
・ 感染状況を考慮

資料２


